





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































本企業の法務機能の在り方研究会　報告書 ― 令和時代に必要な法務機能・法務人材とは ―」（経済産業省、2019年
11月19日）。https://www.meti.go.jp/press/2019/11/20191119002/20191119002.html
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がビジネスプロジェクトの早期から関与して、彼らの意見によっては経営判断が大きく変わることは
珍しくありません。
確かに、日本の社会における企業内弁護士や企業内法務の扱われ方はこれからなお発展が望まれる
ところが多々あります。ただ、米国の企業内弁護士の場合には、その歴史的背景が相当に影響してい
ますので、この点は理解しておく必要があります。米国は、英国から独立して漸く240年を超えたとこ
ろという国です。社会制度や政府の仕組みは欧州やアジアの長い歴史を持つ国と比べて、かなり短い
わけです。そういった歴史的経緯の中で、法律のこと、或いは取引や国家の統治に何かしようという
場合に法的なルールの作成や運用をしなければならない。これに適した人材が法を作り、執行する国
王の官僚という形でいるわけでもなければ、教会のような権威で仕切る聖職者も多くないというとこ
から始めなければいけなかったわけです。そうなると、手っ取り早いのは欧州で既に法曹資格を持っ
ていた弁護士という専門家を社会のあちこちに配置して、彼らが新しい国家建設や企業取引の石突き
に関与して社会が形成されてきたというところがあるように思われます。なので、日本が米国の真似
をすることは難しいですが、その経験から、日本型の企業内弁護士や企業内法務の在り方を研究する
ということになるでしょう。
⑶　地方企業における法務部門とは
それでは、地方企業で望ましい状態はどうなのかとなるわけですが、出来ることからコツコツとい
うことにならざるをえません。
先ずは、社内スタッフで国際法務対応できる人であれば、法曹資格の有無を問わず、何とか専門知
識の蓄積と経験の増進を図りましょうということでいくしかないでしょう。国際法務については、国
籍は問わないことになるかもしれません。日本人、外国人を問わないだろうということです。最近、
外国人でも相当日本語が出来る人がいますから、こういった人たちで法務リスクの問題についても取
り組んでもらうことは、意味あるやり方であると思います。
法曹資格の有無や、それが日本資格なのか外国資格なのかというところも、地方企業ごとのニーズ
についてよく考えながら人材採用を続けていく必要があるでしょう。国際法務という観点からいえば、
日本の地方企業なのだからまずは日本語ができて日本資格の弁護士が必要だというのは、十分理解の
できる話です。但し、日本資格の企業内弁護士は国際法務に関しては相当頑張らないといけないと思
います。日本資格で日本語のことしかやらないから、日本法・日本語以外のことはやらないというわ
けにはいかないわけです。依頼者たる企業としてニーズがあるのであれば、それは国際法務に対応を
出来るように自らの能力を伸ばしていくことが必要です。英語をはじめとする外国語をしっかり勉強
することや、国際取引契約の勉強をしたりすることが不可欠です。また、自分の会社の取引先のある
国の情報の日常的なチェックも良いことだと思います。法務リスクの発生源を早期に把握することが
できるかもしれませんから。少なくとも JETRO が出してくれる情報などをまめに追っかけるという
ぐらいのことは、求められるかなと思います。
国際取引に関わる企業の立場からみれば、どこの国の法曹資格でなければならないというこだわり
はないかもしれません。日本の会社の法務部では、伝統的に試験の合格率が低く人材確保が難しい日
本の法曹資格者よりも、法学部出身で当該企業の一員である人に米国の法曹資格を取得してもらうと
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いうことが永らく行われてきました。そういう状態が上場企業レベルでは特に強い傾向にあるとして、
地方企業も同じにやっていけるのか、やるべきなのかという疑問もあります。地方企業であれば、ま
ずは国内業務にも対応しやすい日本の法曹資格を持った社内弁護士とこれをサポートできる企業内法
務スタッフを自律的運営できるくらいに育てるというところから出発しつつ、当該企業にとって必要
な国際法務に関わる情報や知識の集積を加えていくというところが、まずは求められるのではないか
と思います。
しかし、これはその企業の経営リーダーの中にそういったことを決断してくれる方がおられないと
いけません。その意味では、法務部門を担当させられる者として企業内弁護士も経営陣から質問され
ることに受け身の姿勢で応えているだけではいけません。社内に法務部門の働き方や存在の意味を理
解してくれるサポーターを作っていくというのも、もう一つの課題でしょう。自社の役員さんや執行
役員の方々には、法務リスクをどういう風に上手く事前に発見し、これを乗り超えられるかというこ
とをご理解いただけるように、法務部門から情報発信するということも必要でしょう。企業の法務部
門が、事後対応型で紛争対応のような後ろ向きにエネルギーを取られる事ばかりやっているとか、ビ
ジネスの実行に法的リスクを指摘してブレーキをかけるだけの部門と見られてはいけないのです。そ
うではなく、日頃から相談しにいけるような法務部門であり、ビジネスを企画するための横にいてく
れる良いアドバイザーだというぐらいに社内の方々に思って頂けるようになることが必要ですね。そ
ういう中で、国際法務についてもアドバイスが受けられるというになれば、法務部門はより前向きな
ビジネスに関わらせてもらえるはずです。
経営陣に法務リスク、殊に国際法務リスクについて認識を求める時にも、是非積極的に自社のビジ
ネスの推進に役立つために重要ですということが分かるように、「明るく」発信するということが法務
部門にいる者としてはかなり重要です。法務部門から経営陣にあがる話というのは何か「暗い」話と
いう風に思われてはいけませんね。
⑷　国際法務の情報や外部人材へのアクセス障害の克服
あとは、先ほどもいったように、地方企業の企業内弁護士・企業内法務スタッフがどのようにして
外部にいる人材、特に国際法務に関する人材とつながりを作るかということについてお話して、人材
育成の話はおしまいにしたいと思います。
自らが所属する企業という人間関係の外の人とネットワークを作るということは時間的制約や場所
的限界もあって難しいのですけれども、いろいろなやり方を工夫できると思います。
例えば、国際法務のサービスプロバイダー側である法律事務所としては、依頼者へのサービス拡充
として、支所を開設して対応するということがあり、地方企業側からはこういう支所でのサービスを
受けるということはありえます。但し、日本国内の支所によるサービスが仮に当該事務所の外国支所
ともつながるようなものであったとしても、一つの事務所で多数の外国の法制に関する情報を把握し
て法律業務を提供することは大変です。多くの弁護士を各国で雇って、大掛かりな組織を作る必要が
あり、当然のことながら費用も膨大にかかります。そこで、もう一つの方法としては、日本国内での
拠点となる法律事務所は多くはなくても、国外の多数の法律事務所と提携関係を組んで、そのネット
ワークを生かして国際法務サービスを提供していくという方法も盛んに行われています。レジュメで
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もご紹介したような URL を開いてご覧頂けると分かるのですが、様々な国々の法律事務所が相互に
繋がるネットワークを強化しており、これ自体についても格付けみたいなことまで行われています10。	
このようなネットワークに所属している日本の法律事務所とつながることも、地方企業としては一つ
の方法でしょう。こういう法律事務所ネットワーク活用のメリットは、企業自身が手探りで外国の現
地の法律情報などを探していくよりは話が早いということです。その上で、大型の一つの法律事務所
が抱えこみがちな利益相反を回避し、かつ費用的に極端に高額にならない、見通しのつく見積を現地
弁護士から得るということが可能になるという側面もあります。
一方で、地方企業として日常的にできることとして何をどれくらいしておくべきかということです
が、やはり国際法務に関する情報の集まる色々な機会、例えば学習活動セミナーみたいなものを活用
する手があります。但し、通常これらのセミナーは東京や大阪でしかやってないという傾向は否めま
せん。勿論、費用掛けてでも東京・大阪まで行くことに価値があるとはいえますが、そこで必要とな
る時間は日常的業務とすり合わせるにはなかなか大変かもしれません。そこで私は思うのですけれど
も、岡山という地元から同様な活動を始めてみるというのはどうでしょうか。大きなことでなくても
いいです。日頃、みんなが出来ることを全て企業秘密ですと言っていたら、こういう話は前に進みま
せんが、共通する悩みや課題を抽象化して意見交換するというだけでも、随分と相互に気づきが生ま
れるのではないでしょうか。これと同じ発想が、概ね上場企業ではありますものの企業内法務に携わ
る部門の人たちで形成しているのが経営法友会なのです11。また、今では企業内弁護士の団体として、
日本組織内弁護士協会があり、こちらでも様々な産業部会ごとに勉強会が行われています12。
先ほどご紹介したような公的なサポートを利用するというのは初期的な国際的情報収集としては十
分役に立つと思いますが、こういうチャンネルでは、具体的に各企業のニーズにあった人やサービス
があるという風に紹介してくれるというところまでは、なかなかいかないでしょう。やはり地方企業
自身が外へ出る活動をして頂いて、その結果として認識した弁護士を含む外部専門家を個別に訪ねた
り、自社へ呼んで講演をしてもったりなどという活動をすることで、社内への情報提供や啓蒙を行う
という活動を日々積み重ねることで、一つ一つ人脈を築き、深めていくといったことが必要かなとい
う風に思います。
その上で、もっと地方企業として自らの国際法務リスク管理能力を高めたいとなれば、会社として、
自社法務部門スタッフの海外赴任や留学、或いは外国法律事務所での研修ということを行って、より
組織的に国際法務を担える人材を法務部門の中に育てていくという方法も有効です。生産現場や販売、
技術開発の方ばかりではなく、管理部門の一部のようにしかみえない法務部門においても、長期的視
野にたった人材育成を考えるということですね。
10	“Global	Rankings　Leading	Law	Firm	Networks	in	Global-wide”	Chambers	and	partners（2019）
	 https://chambers.com/guide/global?publicationTypeId=2&practiceAreaId=2357&subsectionTypeId=4&location
Id=15649
11	 経営法友会　https://www.keieihoyukai.jp/
12	 日本組織内弁護士協会　https://jila.jp/
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15．実践的シミュレーション
最後に、シミュレーションとしての例をいくつか挙げてみました。
ここで紹介したシミュレーションに共通する課題としては、こんなことになった場合の取引形態に
必要な対応とは何か、交渉や紛争処理のためにはどんな準備をすべきなのか、あるいは争いを回避し
て契約的に解決するならばどのように対応するべきなのかできるのかというようなことを考えていた
だきたいということです。
⑴　例題１・Ａ社の場合
最初は地方企業Ａの事例です。取引対象は大規模農業設備、簡単にいうと超大型のビニールハウス
ですが、太陽光パネルの発電施設のように大きく作れるような一種のプラントと言ってよいようなサ
イズのものです。相手方はこういうプラント輸出をやっている欧州の専門企業で、既に他のアジア諸
国では実績があるとしましょう。Ａ社としては、彼らのシステムと製品を輸入して、日本の農業に生
かして行きたいと考えていると想定して下さい。
さて、こんなところで、先ずはＡ社の企業内弁護士であれば何を考えるべきでしょうか。このよう
な大規模プラントのようなものは完成品となるパーツをセットとして購入しつつ、その完成までの工
程を供給者から指導してもらいながら完成させるというのが多いやり方であるかと思いますが、完成
までの工程に営業秘密が多く含まれているような場合には、かなりの部分を完成品として供給がなさ
れる場合もあります。但し、この例では、日本には欧州企業側の日本における拠点はありません。で
すから、まずは欧州企業から日本の地方企業Ａ社がプラントのパーツを全て購入するというところだ
けみると、物を買う契約です。今回の例では、Ａ社としては初めての経験なので、継続してこの事業
を行って行く予定はまだなく、上手くいったら継続するかもしれませんが、取りあえず、一回きりの
取引と考えているとしましょう。そうなると、まずは国際取引としての売買契約ではあるわけですが、
この売買も国内で想定できるようなロジスティックスで運べるわけではありません。運送の手段やそ
こで起きる危険負担、損害についての保険負担、諸費用の分担関係、税関通過のための手続への対応
など、予め当事者で考えなければならない事項において、国内での運送を前提とした運送契約だけを
想定して条件を決めるわけにはいきません。海上便や航空便での遠距離輸送を前提として、貿易取引
に関する国際的に確立されてきた Incoterms のようなルールの活用や、輸出入・税関手続を想定した
契約条件などを出来る限り、現実的な条件でＡ社にとって実務的に対応可能なもので契約締結をしな
いといけないでしょう。Ａ社の企業内弁護士としては相当大変な業務になります。
また、この事例で完成を目指しているプラントが、地方公共団体から請負った公的プロジェクトで
あったとしましょう。そうすると、Ａ社は、そちらのプロジェクトにおける納期も意識しなければな
りません。納期までに当該プラントを完成できなければ、地方公共団体との請負契約違反ですから、
こちらも疎かにできません。
Ａ社の企業内弁護士は、彼自身もこのプラント建設プロジェクトにおける法務面からのプロジェク
ト・マネージャーの一人として積極的に関与していくべきでしょう。
ここでもしＡ社に人材不足、特に外国語で対応できる人材がいない、Ａ社の企業内弁護士自身も仕
事が出来るほどの英語力はないということであったならば、Ａ社の企業内弁護士としてはどうすべき
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でしょうか。また、読み書きでの契約書案文の遣り取り以外に、詳細な国際取引条件を詰める為に口
頭での議論も必要であるということになれば、やむを得ませんから先ずは優秀な法律英語についての
通訳を探すべきでしょう。できれば、ここで国際法務についての専門性を有する弁護士を投入して、
全面的に支援を受けることが望ましいわけですが、コスト的に難しいこともあるでしょう。そうであ
れば、Ａ社の企業内弁護士としては、自らの手で整理できるだけのことはやって法的論点とビジネス
上の論点を分析して、外部の国際法務専門の弁護士に要所要所での法律相談や契約書案の審査を依頼
するという方法もあるでしょう。また、相手方の欧州企業と直接会議をして議論しなければならない
場合でも、今は IT の活用で会議ソフトを使って現地欧州での会議に日本から外部弁護士の支援を受
けることもできます。同じ方法で、地方企業Ａ社の本拠と都市圏にいる国際法務専門の外部弁護士と
緊密な連携をとることも不可能ではないでしょう。
⑵　例題２・Ｂ社の場合
二番目のシミュレーションに行ってみます。
地方企業Ｂですけれども、この企業は地元で獲れる国産農産物の販売とその農産加工物を製造・販
売することを業とする会社と想定して下さい。事業としてはなかなか成功しており、ダイレクトメー
ルやインターネットによる通信販売で日本国内で全国的に販路を広げてきたと考えて下さい。また、
一部の自社製品については、インターネットを通じて外国への販売、特にアジア各国への販売にも力
を入れようという矢先であったと想定して下さい。こういう元気な地方企業は、実際最近増えてきて
います。
そうしていたところ、ある日、地方企業Ｂが有していた商標登録に対して、別の地元企業が商標登
録の不使用取消をかけてきたとしたらどうでしょうか。商標登録というのは、日本の制度の場合、直
近３年間使用していないということについて誰もが登録取消を請求できることになっています。これ
は不使用のまま登録が維持されるような商標を少なくして、商標としての登録可能性をより広くの事
業者に与えていこうというためのものです。ここで、登録商標権者が使用証拠を提出して反論できな
ければ、当該商標登録は取り消されることになります。しかし、この別の地元企業は地方企業Ｂとは
旧知の企業で、何故、そこが突然にＢ社に対する事前相談もなく敵対的行動に出てきたのか、よくわ
からない。調べてみれば、その別の地元企業は、あるアジアの外国企業に買収されており、そこが中
国語圏で人気のある日本の食品やそのブランドを多数買収して、アジア全体でのビジネス拡大を考え
ていることが分かったとしたら、Ｂ社の企業内弁護士としてはどのような行動に出るべきでしょうか。
勿論、当該登録商標の使用証拠を出して日本での商標登録を守るということは必要でしょうが、そ
れだけでは安心できませんね。相手方の意図が、アジアの広域に及ぶ当該商標を必要とする農産加工
品の製造・販売の拡大であるということがわかったならば、別の地元企業を買収した外国会社によっ
て、Ｂ社がこれからインターネットで販売を広げようとしているアジア各国で先にＢ社の商標を登録
されてしまわないようにしなければならないでしょうし、登録後の侵害品対策にも意を用いる必要が
あるでしょう。こういうところについては、外国への商標登録出願に強い弁理士に相談するのも良い
のですが、戦略的な知的財産権保護や現地での販売網を確立していくため外国の知財法や会社法の国
際的知財法務に強い弁護士と組んでいくことも求められるでしょう。
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⑶　例題３・Ｃ社の場合
三番目のシミュレーション事例ですが、ここでの地方企業Ｃ社は特殊な機械部品加工技術を持った
ベンチャー企業と想定して下さい。この企業の代表取締役はいわゆる発明家です。例えば、ナノレベ
ルでの部品加工技術というのは、今、どこの産業でも関心の高いところですが、このベンチャー企業
は正しくこういうことをやっていると考えて下さい。こういう日本の地方企業に対しても、やってい
ることに将来性が見いだせれば、世界的に超巨大な企業でもアプローチしてくるのは普通のことです。
本件の例では、それがある米国企業だったとしたら、どうでしょうか。きっかけは、Ｃ社の代表取締
役が、自社製品の広報用にインターネット上にアップロードした動画サイトでのビデオだったという、
今時ありがちな話と思って下さい。
米国企業からは最初のアプローチの直後からより詳しい話（技術的内容だけではなく、製造原価や
供給能力などビジネスの基礎になる話を含む）をしたいので秘密保持契約を締結したいと言われた場
合、Ｃ社の企業内弁護士としては何に重点を置いてその秘密保持契約を検討すべきでしょうか。
この秘密保持契約書案が仮に５頁くらいのごく短い契約書案として米国企業から提示されたとしま
しょう。ベンチャー企業であるＣ社としては、まだ成長途中の自社技術やノウハウには公開できない
ところは多く、特許出願もしているけれども、世界的超巨大企業に開示したが最後、秘密情報とてど
のように当該米国企業に利用されて、結局、Ｃ社の知的生産の成果だけを奪われてしまうのではない
かという警戒心が生まれて保守的に考えるということも無理はないかもしれません。しかし、C 社と
しては大きなビジネスチャンスを逃す可能性もありますから、なかなか難しい判断を迫られます。秘
密保持が目的の契約であっても、秘密保持対象の限定、秘密保持義務を負うべき者の範囲の限定、契
約中と契約後の義務の約束などだけではなく、将来的に共同開発や共同製造販売という関係に進む場
合での、第一優先交渉権を確保できるような条項まで要求していくことを考えてもよいかもしれません。
一方で、同じＣ社が、発展途上国であるアフリカのある会社から現地での販売総代理店契約を締結
させてもらいたいとアプローチされたら、どうでしょうか。Ｃ社の企業内弁護士としては何に注意を
払うべきでしょうか。
まずはその国でどの程度売れそうなのかを営業部門やマーケティング部門とまずは相談してみるべ
きでしょうね。それで今一つ将来性がわからないということであれば、販売代理店として独占的には
せずに非独占的なものとするとか、販売数量が順調に増えて行くならばコミッション料金の支払金額
を売り上げ増加に応じてスライドして引き上げるようなインセンティブ条件をうけるなどということ
も考えるべきでしょう。或いは、Ｃ社として外国への輸出をする際の採算がとれるラインを考慮して、
年間最低販売数量などを設けて販売代理店としての能力をテストするという条件を入れ、これが初年
度から順次成功していけば、独占的販売代理店にしてあげたり、コミッション料を調整するというよ
うな条項を予め契約に入れておくとか、契約期間を叙々に延ばして行くなどということも良いでしょ
う。いずれにしても、契約条件を現実のビジネスの可能性に合わせて、Ｃ社の立場や意図を相手方の
外国企業にきちんと伝えて行く努力が必要だということです。
⑷　例題４・Ｄ社の場合
四番目の例は、外国人人材に対する日本での需要が多くなってきているところで、日本の人材派遣
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を生業とする地方企業Ｄ社の場合と想定して下さい。このＤ社は、有力な外国人人材の供給元となり
うる国にいる同種の業者と提携することで、日本での企業顧客のニーズにあった人材をカスタムメイ
ドで外国から連れてこようというプロジェクトを考えたと想定しましょう。
人事労務の問題についてなかなか難しいところがあることは社内での同種の問題を扱っている企業
内弁護士でおられれば、その辺りはよくお分かりかとは思います。これが外国人人材であれば、より
思考や感じ方の違い、給与に対する感覚の違い、働き方や働く時間等に関する価値の置き方の違いな
ど、色々と調整の必要性を雇う側と雇われる側の双方でよく認識しなければならないところでしょう
から、この D 社の着眼はなかなか良いといえるでしょう。
しかしそれは、現地の外国会社と締結する業務提携契約にあって、そういうビジネス成功の為に必
要な業務に関する役割分担や危険負担をどう分配するのか、よく準備して条件設定する必要がありま
す。更に、お互いに個人情報の取り扱いや営業秘密の取り扱いについても詳細に定めておくべきでしょ
う。カスタムメイドな契約関係を考える時には、企業内弁護士としては定型的な契約を使い回すよう
な発想ではいけません。スクラッチから自社のニーズと他社の要求を整理し、一つ一つの法律情報や
法律関係を分析した上で、それを大きな契約書の構成としてまとめ上げるというかなり創造的な作業
をすることが求められることを覚悟して下さい。
⑸　例題５・Ｅ社の場合
五番目のシミュレーションとしては、あるアジア企業が日本の飲食業フランチャイズＥ社を彼らの
母国や同じ言語圏で展開したいと考えた事例と想定して下さい。皆さんご存知かどうか分かりません
が、日本発の食品や料理のイメージは東日本大震災によるマイナス要素にも拘わらず、未だに良いも
のであると言えるでしょう。中国、台湾、韓国のみならず、タイをはじめ東南アジア圏では、和食は
健康的であるとか、洗練されたものとして流行に敏感な若年層の人々には特に人気があります。
ここの例では、アジア企業は飲食業そのものを運営している会社ではなく、そういう事業に対する
投資会社であり、本質的には金融事業を中心とする投資家グループの企業である事例と考えてみま
しょう。その一方で、日本側のＥ社は地方圏で成長してきた日本の麺を中心とした料理を得意とする
中堅フランチャイズと考えてみて下さい。
フランチャイズ契約を外国へも展開するということであれば、日本でのフランチャイズ契約を前提
にしつつも、相手側のアジア企業が事業展開を考えているそれぞれの国での競争法や消費者保護法な
どの規制と共にフランチャイズ事業に対する独自の規制法がないかどうかを検討することがまずは必
要です。フランチャイズ事業として行先の国でうまく行くかどうかはまた別問題ですが、契約の枠組
みとしては、こういうことです。
しかし、ここでもう一つ実務的には注意しておかなければならないことがあります。相手方の性質
や目的を考えれば、契約交渉上のスピードというものも大事だということです。総じて国際ビジネス
において意思決定や課題検討において商機を適時に掴むための速度が重要であることは間違いありま
せん。そして、それは法的な形を作っていくための契約交渉でも同様だということです。Ｅ社でも国
際法務経験のある弁護士を手配して、相手方のアジア企業と交渉はしていたとしても、ある日突然そ
の企業から取引中止、契約締結はご破算と言われることもあります。どうしてかというと、それは相
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手方の背景にいる投資家グループの判断が変わってしまうことが十分にありうるからであり、彼らが
一定の時期までの契約締結を望んでいるのに、Ｅ社が慎重に契約条件を検討したいので時間が欲しい
と言っている間に、風向きが変わってしまうということも十分にありうることだからです。そのため、
場合によっては、そういうことも見込んで、大まかな交渉過程での双方当事者のやるべきことを条件
化した覚書のようなものを作っておいて、万が一の時の損害賠償義務などを予定しておくことなども、
必要に応じて考えておいても良いでしょう。日本法上の実務締結上の過失理論程度では救われにくい
リスクへの予防といえます。日本人の考える時間感覚や交渉態度は、外国人には当てはまらないと考
えながら契約交渉自体も行わねばならないこともあるということです。
以上のようなことで、そろそろお時間が来てしまいましたが、今日は私の経験から考え、気づいて
きたところをお話しましたが、今後、皆さんが自らの会社の中、或いはそういう企業を依頼者として
その期待に応えるというところで、何か役に立てばと思っております。今日は長い時間お付き合いい
ただきまして、有り難うございました。
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